大阪府条例第　　　号

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例
（職員の給与に関する条例の一部改正）
第一条　職員の給与に関する条例（昭和四十年大阪府条例第三十五号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（へき地手当）
第十七条　へき地手当は、交通条件及び自然的、経済的、文化的諸条件に恵まれない山間地に所在する小学校、中学校及び高等学校並びに学校給食法（昭和二十九年法律第百六十号）第六条に規定する施設（以下「共同調理場」という。）（以下これらを「へき地学校」と総称する。）並びにこれに準ずる学校及び共同調理場に勤務する職員に対して支給する。

２―５　（略）　

（給料の半減）
第二十八条の二　前条第一項の規定にかかわらず、職員が負傷若しくは疾病に係る療養のため、又は疾病に係る就業禁止の措置（任命権者が定めるものに限る。）により、当該療養のための病気休暇又は当該措置の開始の日から起算して九十日（結核性疾患による就業禁止の措置である場合にあつては、一年）を超えて勤務しないときは、その期間経過後の当該病気休暇又は当該措置に係る日につき、給料の半額を減ずるものとし、第二十六条の三に規定する教職調整額の額は給料月額の半減後の額を基礎として算出した額とする。ただし、人事委員会規則で定める手当の算定については、給料の半減前の額をその算定の基礎となる給料の額とする。

２　（略）
（休職者の給与）
第二十九条　（略）
２―４　（略）
５　職員が職員の分限に関する条例（昭和二十六年大阪府条例第四十一号）第四条各号又は大阪府警察職員の分限に関する条例（平成二十四年大阪府条例第九十号）第二条各号に掲げる理由に該当して休職にされたとき（次項に規定するときを除く。）は、その休職の期間中、給料、扶養手当、地域手当、住居手当及び期末手当のそれぞれ百分の七十以内を支給することができる。

６・７　（略）
	（へき地手当）
第十七条　へき地手当は、交通条件及び自然的、経済的、文化的諸条件に恵まれない山間地に所在する小学校、中学校及び高等学校並びに学校給食法（昭和二十九年法律第百六十号）第五条の二に規定する施設（以下「共同調理場」という。）（以下これらを「へき地学校」と総称する。）並びにこれに準ずる学校及び共同調理場に勤務する職員に対して支給する。

２―５　（略）　

（給料の半減）
第二十八条の二　前条第一項の規定にかかわらず、職員が負傷若しくは疾病に係る療養のため、又は疾病に係る就業禁止の措置（任命権者が別に定めるものに限る。）により、当該療養のための病気休暇又は当該措置の開始の日から起算して九十日（結核性疾患による就業禁止の措置である場合にあつては、一年）を超えて勤務しないときは、その期間経過後の当該病気休暇又は当該措置に係る日につき、給料の半額を減ずるものとし、第二十六条の三に規定する教職調整額の額は給料月額の半減後の額を基礎として算出した額とする。ただし、人事委員会規則で定める手当の算定については、給料の半減前の額をその算定の基礎となる給料の額とする。

２　（略）
（休職者の給与）
第二十九条　（略）
２―４　（略）
５　職員が職員の分限に関する条例（昭和二十六年大阪府条例第四十一号）第四条各号又は大阪府警察職員の分限に関する条例（平成二十四年大阪府条例第九十号）第二条各号に掲げる理由に該当して休職にされたとき（次項に掲げるときを除く。）は、その休職の期間中、給料、扶養手当、地域手当、住居手当及び期末手当のそれぞれ百分の七十以内を支給することができる。

６・７　（略）

	
	


　　別表第一及び別表第二を次のように改める。
別表第三ロの表及びハの表を次のように改める。

　　別表第四から別表第六までを次のように改める。
（職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の一部改正）
第二条　職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成二十三年大阪府条例第十三号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	附　則

１―６　（略）
（給料の切替え等に伴う経過措置）
７　切替日の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員で、その者の受ける給料月額が、同日において受けていた給料月額（同日において、第三条の規定による改正前の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例附則第九項から第十一項までの規定による給料を支給されていた職員にあっては、給料月額と当該給料の額との合計額）に百分の九十九・二を乗じて得た額（その額に一円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額）から当該額に期間の区分に応じて附則別表第五に定める割合を乗じて得た額（その額に一円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額）を減じた額に達しないこととなる職員（再任用職員及び人事委員会規則で定める職員を除く。）には、給料月額のほか、その差額に相当する額を給料として支給する。

８―19　（略）
	附　則

１―６　（略）
（給料の切替え等に伴う経過措置）
７　切替日の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員で、その者の受ける給料月額が、同日において受けていた給料月額（同日において、第三条の規定による改正前の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例附則第九項から第十一項までの規定による給料を支給されていた職員にあっては、給料月額と当該給料の額との合計額）から当該額に期間の区分に応じて附則別表第五に定める割合を乗じて得た額（その額に一円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額）を減じた額に達しないこととなる職員（再任用職員及び人事委員会規則で定める職員を除く。）には、給料月額のほか、その差額に相当する額を給料として支給する。

８―19　（略）

	
	


　　附則別表第四を次のように改める。

	平成26年４月１日から

平成27年３月31日まで
	円

216,936
	293,940
	216,568
	258,100

	平成25年４月１日から

平成26年３月31日まで
	円

221,652
	300,330
	221,276
	258,100

	平成24年４月１日から

平成25年３月31日まで
	円

227,328
	308,256
	226,944
	259,300

	切替日から平成24年３月31日まで
	円

232,064
	314,678
	231,672
	259,300

	職務の級
	１級
	４級
	１級
	１級

	給料表
	行政職給料表
	医療職給料表（二）
	医療職給料表（三）




（職員の給料及び管理職手当の特例に関する条例の一部改正）
第三条　職員の給料及び管理職手当の特例に関する条例（平成二十三年大阪府条例第三号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	附　則

１・２　（略）
（給与条例等一部改正条例に対する読替え）
３　特例期間における給与条例等一部改正条例附則別表第四及び附則別表第五の規定の適用については、附則別表第四中「232,064」とあるのは「236,800」と、「227,328」とあるのは「236,800」と、「221,652」とあるのは「235,800」と、「314,678」とあるのは「321,100」と、「308,256」とあるのは「321,100」と、「300,330」とあるのは「319,500」と、「231,672」とあるのは「236,400」と、「226,944」とあるのは「236,400」と、「221,276」とあるのは「235,400」と、「259,300」とあるのは「264,300」と、
	附　則

１・２　（略）
（給与条例等一部改正条例に対する読替え）
３　特例期間における給与条例等一部改正条例附則別表第四及び附則別表第五の規定の適用については、附則別表第四中「232,064」とあるのは「236,800」と、「227,328」とあるのは「236,800」と、「222,592」とあるのは「236,800」と、「314,678」とあるのは「321,100」と、「308,256」とあるのは「321,100」と、「301,834」とあるのは「321,100」と、「231,672」とあるのは「236,400」と、「226,944」とあるのは「236,400」と、「222,216」とあるのは「236,400」と、「259,300」とあるのは「264,300」と、附

	「258,100」とあるのは「263,100」と、附則別表第五中「100分の２」とあるのは「０」と、「100分の４」とあるのは「０」と、「100分の６」とあるのは「０」とする。
	則別表第五中「100分の２」とあるのは「０」と、「100分の４」とあるのは「０」と、「100分の６」とあるのは「０」とする。


	４　（略）
	４　（略）

	
	


（一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正）
第四条　一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（平成十三年大阪府条例第七十号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（任期を定めた採用）
第三条　（略）
　一　（略）
二　独立して研究する能力があり、研究者として高い資質を有すると認められる者（この号の規定によりかつて任期を定めて採用されたことがある者を除く。）を、当該研究分野における先導的役割を担う有為な研究者とな
るために必要な能力のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 9(かん),涵)養に資する研究業務
に従事させる場合

（給与の特例）
第五条　（略）
給料月額

円

398,000

460,000

523,000

606,000

705,000

805,000
号給

１

２

３

４

５

６

２―６　（略）
（第一号任期付研究員の裁量による勤務）
第七条　任命権者は、第一号任期付研究員の職務につき、その職務の性質上時間配分の決定その他の職務遂行の方法を大幅に当該第一号任期付研究員の裁量に委ねることが当該第一号任期付研究員に係る研究業務の能率的な遂行のため必要であると認める場合には、人事委員会規則で定めるところにより、当該第一号任期付研究員を、勤務時間条例の規定による勤務時間の割振りを行わず、職務遂行の方法等に関し具体的な指示をしないこととし、その職務に従事させることができる。この場合において、当該第一号任期付研究員は、人事委員会規則で定めるところにより、その勤務の状況について任命権者に報告しなければならない。

２―５　（略）
	（任期を定めた採用）
第三条　（略）
　一　（略）
二　独立して研究する能力があり、研究者として高い資質を有すると認められる者（この号の規定によりかつて任期を定めて採用されたことがある者を除く。）を、当該研究分野における先導的役割を担う有為な研究者とな
るために必要な能力のかん養に資する研究業

務に従事させる場合

（給与の特例）
第五条　（略）
給料月額

円

399,000

461,000

524,000

610,000

711,000

812,000
号給

１

２

３

４

５

６

２―６　（略）
（第一号任期付研究員の裁量による勤務）
第七条　任命権者は、第一号任期付研究員の職務につき、その職務の性質上時間配分の決定その他の職務遂行の方法を大幅に当該第一号任期付研究員の裁量にゆだねることが当該第一号任期付研究員に係る研究業務の能率的な遂行のため必要であると認める場合には、人事委員会規則で定めるところにより、当該第一号任期付研究員を、勤務時間条例の規定による勤務時間の割振りを行わず、職務遂行の方法等に関し具体的な指示をしないこととし、その職務に従事させることができる。この場合において、当該第一号任期付研究員は、人事委員会規則で定めるところにより、その勤務の状況について任命権者に報告しなければならない。

２―５　（略）

	
	


（一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正）
第五条　一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成十四年大阪府条例第八十六号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（特定任期付職員の給与の特例）

第七条　（略）

給料月額

円

375,000

425,000

478,000

542,000

618,000

722,000

845,000
号給

１

２

３

４

５

６

７

２―５　（略）

第八条　（略）

２・３　（略）

４　特定任期付職員に対する大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する条例（平成十年大阪府条例第四十五号）第二十四条第二項の規定の適用については、同項中「管理職手当が支給される職員」とあるのは、「管理職手当が支給される職員及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成十四年大阪府条例第八十六号）第二条第一項の規定により任期を定めて採用された職員」とする。
	（特定任期付職員の給与の特例）

第七条　（略）

給料月額

円

376,000

426,000

479,000

545,000

622,000

728,000

852,000
号給

１

２

３

４

５

６

７

２―５　（略）

第八条　（略）

２・３　（略）

４　特定任期付職員に対する大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する条例（平成十年大阪府条例第四十五号）第二十四条第二項の規定の適用については、同項中「管理職手当が支給される職員」とあるのは「管理職手当が支給される職員及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成十四年大阪府条例第八十六号）第二条第一項の規定により任期を定めて採用された職員」とする。

	
	


（知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例等の一部を改正する条例の一部改正）
第六条　知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例等の一部を改正する条例（平成二十四年大阪府条例第十一号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	附　則

１　（略）
（知事の退職手当に関する経過措置）
２　（略）
　一　知事となった日から施行日の前日までの在職月数（一月に満たない端数を生じたときは、これを一月とした在職月数とする。次項第一号及び附則第四項第一号において同じ。）を基礎として、第一条の規定による改正前の知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例（以下「旧知事等給与条例」という。）第六条第一項の規定により計算して得た額に新知事等給与条例附則第五項に規定する割合を乗じて得た額
　二　（略）
３―６　（略）
	　　　附　則

１　（略）
（知事の退職手当に関する経過措置）
２　（略）
　一　知事となった日から施行日の前日までの在職月数（一月に満たない端数を生じたときは、これを一月とした在職月数とする。次項第一号及び附則第四項第一号において同じ。）を基礎として、第一条の規定による改正前の知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例（以下「旧知事等給与条例」という。）第六条第一項の規定により計算して得た額
　二　（略）
３―６　（略）

	
	


　　　附　則

（施行期日）
１　この条例は、平成二十五年四月一日から施行する。ただし、第六条の規定は、公布の日から施行する。
（委任）
２　この条例に定めるもののほか、この条例（第六条の規定を除く。）の施行に関し必要な事項は、人事委員会が定める。
附則別表第４　切替日から平成27年３月31日までの間における特定の再任用職員の給料月額（附則第６項関係）





備考　この表の行政職給料表の職務の級４級の適用は、切替日の前日において再任用職員であった者のうち旧級が６級であった者に限る。
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